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          中小企業振興庁内連絡会議設置要綱 

 

（設置） 

第１ 本県の経済における中小企業の役割の重要性にかんがみ、中小企業の振

興について基本理念を定め、県の責務等を明らかにするとともに、中小企業

の振興に関する施策の基本となる事項を定めることにより、中小企業の振興

に関する施策を総合的に推進し、もって本県の経済の健全な発展、本県にお

ける雇用の場の創出及び県民生活の安定向上に寄与することを目的に、青森

県中小企業振興基本条例（以下「条例」という。）が平成１９年１２月１９

日に施行された。 

  ついては、この条例の理念等を踏まえ、本県の中小企業振興について全庁

的に取り組むため、中小企業振興庁内連絡会議（以下「連絡会議」という。）

を設置する。 

 

（連絡会議の所掌事務） 

第２ 連絡会議は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事項を推進する。 

 （１）本県の中小企業の振興を図るため、情報収集、意見交換、関係機関の 

  連携を促進する。 

 （２）条例の関係機関への周知など、中小企業振興の気運の醸成を図る。 

 （３）その他中小企業の振興に必要な事項を推進する。  

 

（連絡会議の構成） 

第３ 連絡会議は、別表により構成する。 

    なお、連絡会議には、中小企業振興に係る事業を実施する関係課等が、必

要に応じオブザーバーとして参加できる。 

 

（連絡会議の事務局） 

第４ 連絡会議の事務局は、商工労働部商工政策課に置く。 

 

（連絡会議の開催） 

第５ 連絡会議は、事務局が招集する。 
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附則 

この要綱は、平成２０年２月１８日から施行する。 

この要綱は、平成２０年４月 １日から施行する。 

この要綱は、平成２１年１月２３日から施行する。 

この要綱は、平成２１年４月 １日から施行する。 

この要綱は、平成２２年４月 １日から施行する。 

この要綱は、平成２３年４月 １日から施行する。 

この要綱は、平成２４年４月 １日から施行する。  
この要綱は、平成２６年４月 １日から施行する。  
この要綱は、平成２７年４月 １日から施行する。  
この要綱は、平成２８年４月 １日から施行する。  
この要綱は、平成２９年４月 １日から施行する。  
この要綱は、令和 ５年４月 １日から施行する。  



122 
 

別表 

 中小企業振興庁内連絡会議 構成員 

 

      部局名        課名           
   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務部 財政課 

企画政策部 企画調整課 

環境生活部 県民生活文化課 

健康福祉部 健康福祉政策課 

農林水産部 

 

農林水産政策課 

総合販売戦略課 

県土整備部 監理課 

危機管理局  防災危機管理課  
観光国際戦略局 

 

観光企画課 

国際経済課 

エネルギー総合対策局 エネルギー開発振興課 

国スポ・障スポ局  総務企画課  
出納局 会計管理課 

教育庁 教育政策課 

東青地域県民局 地域連携部 

中南地域県民局 地域連携部 

三八地域県民局 地域連携部 

西北地域県民局 地域連携部 

上北地域県民局 地域連携部 

下北地域県民局 地域連携部 

商工労働部 

 

 

 

 

商工政策課 

地域産業課 

産業立地推進課 

新産業創造課 

労政・能力開発課 

 

（オブザーバー） 

  中小企業振興に係る事業を実施する上記以外の関係課及び（公財）２１あお

もり産業総合支援センター総合支援課 


